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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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８つの重点目標 健康寿命日本一を維持

バリアフリーマップ作成事業

394,320

外出や交流が少なくなりがちな障がい者にふれあいの場を提供す
ることにより、障がい者間の交流や社会参加の促進を図る。

0.02 700 700

意思疎通や移動等に支障のある障がい者が自立した日常生活や
社会生活を営むことができるよう、手話通訳者等の支援者の派遣、
設置、養成等を行う。

0.95 383,342 10,978

障がい者ふれあい支援事業

地域生活支援事業

0
障がい者が必要とするバリアフリー情報を簡単に取得できる環境を
整備することで、障がい者の外出を促し、社会参加を促進する。

0.02 0

障がい者文化芸術振興事業

障がい者スポーツ振興事業

（人） （補正前） （６月補正） （補正後）
No 令和２年度　実施内容（予定）

職員数 令和２年度
細事業名

113,128

障がい者の優れた芸術作品を県民が鑑賞する機会と障がい者が
文化芸術活動に参加する環境を整備することで、障がい者の社会
参加の促進と共生社会の実現を図る。

0.40 14,536 14,536

障がい者が日常的にスポーツに親しむことができる環境を整備す
るため、各種大会の開催、競技スポーツの振興、一般スポーツ関
係団体等との連携強化により、障がい者スポーツの普及を図る。

4.00 113,128

補正により取り組む

事業内容

・遠隔手話サービスのシステムを構築し、聴覚障がい者が安心して診察等を受けることのできる体制を整備
・新型コロナウイルスの影響で減収した就労継続支援事業所の生産活動の再起に向けた経費等を助成

成果指標
設定理由

①　就労継続支援Ｂ型事業所の月額平均工賃実績を成果指標に設定
②　障がい者の主なスポーツ大会、イベント、教室等の参加者数を成果指標に設定

 概算人件費 （Ｃ） 55,013 55,013 55,800

 概算事業費（B（A）+C） 873,929

R元年度 ２年度 ２補正後 指標及びその達成状況

976,852

6.79 6.79

①
就労継続支援Ｂ型事業所
の月額平均工賃実績

16,130円 16,700円 18,000円

818,916

　その他 47,503 32,614 32,614

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

2,000 2,000
②

障がい者の主なスポーツ大
会、イベント、教室等の参加者
数

15,742人 9,500人
前年度実
績以上

995,387 1,032,652

6.79

予
算
額 補正予算 6,990 0 36,478

合計（A) 914,569 940,374

目指す姿

　就労によりやりがいや充実感を得たり、スポーツや文化活動など様々な機会を通し生きがいや楽しみを持つなど、障がいのある人も社会の
あらゆる活動に主体的に参加し、その人らしく、充実した人生を送ることができる社会の実現を目指す。

（主な実施内容：障がい者スポーツ振興事業、地域生活支援事業、福祉就労強化事業　　など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 786,731 807,846 807,846

　国庫支出金 80,335 97,914 134,392

　県　債

当初予算 907,579 940,374 940,374 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 30年度末

元年度末
（見込）

令和２年度前年度繰越 0 0 0

部局 健康福祉部

2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進

課・室 障がい者支援課

実施期間 S23 E-mail

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

事業番号 05 09 02 事業改善シート （令和２年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・障がい者の経済的自立を図るため、障がい者の一般就労への支援及び福祉就労における就労機会
　の創出・拡大が必要である。（H29長野県就労継続支援Ｂ型事業所の平均月額工賃15,787円
　　(全国：15,603円））
・意思疎通等に支障がある障がい者の日常生活・社会生活を支援するため、コミュニケーション支援
　等の一層の充実が必要である。
・障がい者のスポーツ実施率は19.2％と低い（一般成人：40.4％）。（H27スポーツ庁・内閣府調査）

令和２年度
補正後額

976,852 千円

職員数 6.79 人

shogai-shien@pref.nagano.lp.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 社会参加推進事業

3-3 心豊かな暮らしを実現する文化芸術の振興 3-4 2027年国民体育大会・全国障害者スポーツ大会に向けたスポーツ振興

農林福連携パワーアップ事業

工賃アップのための福祉就労強化事業

就労継続支援事業所等における農林業分野での就労を促進し、
障がい者の働く場を創出・拡大するために、農家と事業所とのマッ
チング体制を強化するとともに、工賃向上を図る事業モデルの構
築を図る。

就労継続支援Ｂ型事業所等の計画的な工賃アップの取組を支援
するため、地域連携促進コーディネーターの設置や農業就労チャ
レンジ事業等を実施する。

0.10

0.50

4,900

33,977 25,500

4,900

59,477

mailto:shogai-shien@pref.nagano.lp.jp


（人） （補正前） （６月補正） （補正後）
No 令和２年度　実施内容（予定）

職員数 令和２年度
細事業名
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9

10

11

12

合計 6.79 940,374 36,478 976,852

283,084

聴覚障がい者に対して日常生活で必要な情報の提供、生活上の
相談、コミュニケーション支援等を行う施設である聴覚障がい者情
報センターを管理運営する。

0.10 27,752 27,752

障がい者の健康増進と社会参加促進のため、県内の障がい者の
スポーツ・文化活動の総合的中核施設である障がい者福祉セン
ターを管理運営する。

0.10 283,084

聴覚障がい者情報センター運営事業

障がい者福祉センター運営事業

ステップアップオフィス事業（知的・精神
障がい者チャレンジ雇用）

県が率先して障がい者の雇用機会を拡大し、一般就労を目指す
障がい者を支援するため、本庁及び現地機関に知的・精神障がい
者を非常勤職員として雇用する。

0.40 70,817 70,817

4,600

3,538

OJT(職場実習）による障がい者の就労
促進事業

障がい者ITサポートセンター運営事業

障がい者の一般企業への就労促進・定着を図るため、OJT推進員
の派遣等により、雇用の入口段階でＯＪＴ（職場実習）を効果的に
活用した企業支援及び就労支援を行う。

IT機器の活用による障がい者の社会参加を促進するため、障がい
者ITサポートセンターを設置し、ＩＴ機器の利用等に関する相談支
援を行う。

0.10

0.10

4,600

3,538


